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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第89期より第90期の期間は旧商法第210条ノ２の規

定によるストックオプション（自己株式取得方式）を付与しておりましたが自己株式の交付に係るプレミア

ムが生じていないため、また、第88期は当期純損失を計上しているため、第92期は潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

３．第88期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

４．第92期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第88期 第89期 第90期 第91期 第92期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（百万円） 23,022 22,272 21,327 22,189 21,891 

経常利益（百万円） 570 531 672 610 352 

当期純利益又は 

当期純損失（△）（百万円） 
△64 259 289 332 220 

純資産額（百万円） 10,343 10,588 10,690 11,055 11,035 

総資産額（百万円） 22,029 22,162 22,426 22,733 22,688 

１株当たり純資産額（円） 490.67 502.52 507.84 518.92 517.36 

１株当たり当期純利益金額又

は当期純損失金額（△）

（円） 

△3.08 11.90 13.31 15.78 10.35 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － 15.78 － 

自己資本比率（％） 47.0 47.8 47.7 48.6 48.6 

自己資本利益率（％） － 2.5 2.7 3.1 2.0 

株価収益率（倍） － 28.8 26.7 38.6 34.5 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
578 916 914 1,115 △125 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△799 △308 △362 △484 △1,322 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△137 △350 △215 △197 94 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
982 1,239 1,575 2,009 654 

従業員数（人） 526 508 493 479 468 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第89期より第90期の期間は旧商法第210条ノ２の規

定によるストックオプション（自己株式取得方式）を付与しておりましたが自己株式の交付に係るプレミア

ムが生じていないため、また、第88期は当期純損失を計上しているため、第92期は潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

３．第88期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失を計上しているため記載してお

りません。 

４．第92期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第88期 第89期 第90期 第91期 第92期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（百万円） 22,991 22,129 21,086 21,953 21,661 

経常利益（百万円） 567 523 661 600 346 

当期純利益又は 

当期純損失（△）（百万円） 
△59 258 287 330 220 

資本金（百万円） 3,549 3,549 3,549 3,549 3,549 

発行済株式総数（千株） 21,474 21,474 21,474 21,474 21,474 

純資産額（百万円） 10,283 10,526 10,625 10,988 10,967 

総資産額（百万円） 21,192 21,382 21,681 22,103 22,030 

１株当たり純資産額（円） 487.80 499.56 504.76 515.75 514.19 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当額)

（円） 

8.00 

(4.00) 

8.00 

(4.00) 

8.00 

(4.00) 

8.00 

(4.00) 

8.00 

(4.00) 

１株当たり当期純利益金額 

又は当期純損失金額(△)

（円） 

△2.81 11.85 13.21 15.65 10.35 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － 15.65 － 

自己資本比率（％） 48.5 49.2 49.0 49.7 49.8 

自己資本利益率（％） － 2.5 2.7 3.1 2.0 

株価収益率（倍） － 28.9 26.9 38.9 34.5 

配当性向（％） － 65.2 60.6 51.1 77.3 

従業員数（人） 492 478 462 450 437 



２【沿革】 

大正９年３月 設立（商号：日支肥料株式会社、本店：大分市、資本金：1,500千円） 

〔創立の経緯〕 

片倉製糸紡績株式会社（現片倉工業株式会社）傘下養蚕組合に、桑園用配合肥料供給を目的とし

て創立し、以後肥料関係全般の製造および販売を行い、現在に至っております。 

大正13年10月 片倉米穀肥料株式会社に商号変更 

大正13年12月 本社を長野県諏訪郡川岸村に移転 

大正13年12月 大分営業所（現九州支店）を開設 

大正15年４月 東京営業所を開設 

昭和４年３月 大阪営業所（現大阪支店）を開設 

昭和４年６月 本社を東京市京橋区京橋 片倉ビルに移転 

昭和10年10月 塩釜営業所（現東北支店）を開設 

昭和14年９月 青森営業所（現青森支店）を開設 

昭和18年11月 片倉化学工業株式会社に商号変更 

昭和20年９月 八洲産業株式会社に商号変更 

昭和24年６月 札幌営業所（現北海道支店）を開設 

昭和25年７月 片倉肥料株式会社に商号変更 

昭和25年７月 郡山営業所（現福島支店）を開設 

昭和28年11月 東京証券取引所に株式店頭公開 

昭和32年11月 日本チッカリン肥料株式会社および昭和肥料工業株式会社を吸収合併し、片倉チッカリン株式会

社に商号変更 

昭和32年11月 名古屋支店を開設 

昭和33年５月 本社を東京都千代田区大手町 大手町ビルに移転 

昭和36年10月 東京証券取引所市場第二部に上場 

昭和40年４月 本社を東京都千代田区大手町 三井生命ビルに移転 

昭和41年１月 大日本産肥株式会社（現連結子会社）の株式取得 

昭和61年５月 筑波総合研究所を開設 

平成４年３月 関東支店を開設 

平成９年９月 東京証券取引所市場第一部に上場 

平成16年３月 本社を現在の東京都千代田区九段北 日本地所第一ビルに移転 



３【事業の内容】 

 当社グループが営んでいる主な事業内容と事業を構成する片倉チッカリン株式会社（以下「当社」という。）およ

び関係会社（子会社２社、関連会社２社及びその他の関係会社１社）の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであ

ります 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

〔肥料事業〕 当社および大日本産肥株式会社（連結子会社）が製造・販売を行っております。 

そのほか、当社が丸紅株式会社（その他の関係会社）から原材料の一部を購入し、

同社に製品の一部を販売しております。 

〔飼料事業〕 当社が製造・販売を行っております。なお、魚粕・魚粉の製造を株式会社カタクラ

フーズ（非連結子会社）に委託しております。 

〔ＬＰＧ及び機器事業〕 当社が販売を行っております。なお、自動車用ＬＰＧ容器の製造を株式会社関東片

倉製作所（関連会社）に委託しております。 

〔物資その他事業〕 当社が製造・販売および不動産の賃貸を行っております。なお、総合リース業を株

式会社トライムコーポレーション（関連会社）が行っております。 



４【関係会社の状況】 

(1）連結子会社 

 （注） 主要な事業内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

(2）その他の関係会社 

 （注） １．丸紅株式会社は有価証券報告書を提出しております。 

     ２．議決権の被所有割合の（ ）内は、間接被所有割合で内数であります。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業内容 

議決権の所有割合
（％） 

関係内容 

大日本産肥株式会社 北九州市門司区 125 
肥料事業 

物資その他事業 
100.00 

肥料を製造・販売

しており、当社九

州支店の福岡県地

域を分担しており

ます。 

役員の兼任あり。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業内容 

議決権の被所有割
合（％） 

関係内容 

丸紅株式会社 東京都千代田区 262,686 
内外物資の輸出入

及び販売 

   25.33 

(0.14) 

原材料の購入及び

当社製品の販売。 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は含まれておりません。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は含まれておりません。 

(3）労働組合の状況 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

肥料事業 365 

飼料事業 12 

ＬＰＧ及び機器事業 12 

物資その他事業 44 

全社（共通） 35 

合計 468 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

437 42.5 15.6 5,351,308 

設立 昭和32年６月 

組合名 片倉チッカリン職員組合 

組合員総数 169人 

組織および上部団体 本社および地方事業所にそれぞれ支部を結成し、上部団体には加入しておりませ

ん。 

労使関係 労使関係は、組合結成以来円満に推移しており、特記すべき事項はありません。



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高止まりや米国経済の減速など懸念材料はあったものの、好調な企

業業績を背景とした民間設備投資の増加、アジア向けを中心とした輸出の増加等を柱にして景気は拡大基調で推移しまし

た。 

 当社グループの主力事業分野である肥料業界は、世界的な肥料需要増等による原料価格の高騰や原油市況の上昇を背景

にした、原材料、燃料、包装資材、輸送費等の高騰を受けて、平成18肥料年度の製品価格は３年連続で値上げされまし

た。一方、国内の肥料需要は作付面積の減少、農業経営基盤改善を目的とした生産資材費低減策、環境保全の観点からの

減肥政策等により依然として減少傾向が続いております。 

 このような事業環境の下、当社グループは昨年４月より中期３ヵ年計画「Shine(シャイン)2008」をスタートさせ、肥

料事業分野においては市場のニーズに応える「安全・安心・良食味」に資する生産資材として、高有機含有整粒化成肥料

である「ＨＧ有機」を始めとした有機関連製品、高機能製品、微生物資材などを重点に、当社グループの特色である地域

密着型の営業活動を全国的に展開しました。また、非肥料分野においては、海洋性コラーゲンを中心とした天然素材由来

の化粧品原料を中心に市場の開拓と積極的な拡販に努めました。コーポレート・ガバナンスの面においては、ＣＳＲ委員

会を設置し、内部統制システムを整備して充実を図りました。 

 しかしながら、期中においても高騰し続けた原燃料、資材価格等により過去に例のない製造コストの上昇を招いたにも

かかわらず、製品価格への転嫁が限定的であったことに加え、春先の天候不順による施肥量の減少や台風による農業被害

等が肥料の出荷減に繋がったこと等から、肥料事業の収益が大幅に圧迫されました。 

 この結果、当連結会計年度は、売上高は21,891百万円（前連結会計年度比1.3％減）、経常利益は352百万円（前連結会

計年度比42.4％減）、当期純利益は220百万円（前連結会計年度比33.6％減）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 肥料事業におきましては、農業環境は依然として厳しく、国内の肥料需要は減少傾向が続いております。このような状

況下、原油や輸入無機原料及び有機原料の高騰もあり昨年７月より平成18肥料年度価格は値上げとなりましたが、肥料価

格改定後も無機原料供給元の寡占化に加え、世界的な食料およびバイオエネルギーの需要拡大による肥料需要増を背景

に、国際市況は更なる高騰が続いております。結果として肥料価格改定後の製造原価アップ分を吸収しきれず、採算悪化

となりました。当社グループは、環境保全、省力ニーズならびに有機栽培、特別栽培等の差別化農産物志向に応えた高付

加価値有機関連製品の拡販に努めましたが、農家の高齢化や輸入農産物の増加などに起因する作付面積の減少や天候不順

等の影響で出荷量は減少し、当連結会計年度の当事業の売上高は16,043百万円（前連結会計年度比1.7％減）、営業利益

は384百万円（前連結会計年度比30.3％減）となり、収益面も大幅に悪化しました。 

 飼料事業におきましては、魚粕・魚粉は原魚不足と旺盛な国際需要により国内外市況ともに騰勢を強めたことから販売

価格は上昇し、販売金額も増加しました。また、発酵飼料、他社飼料についても取り扱いが増加したことから、当連結会

計年度の当事業の売上高は1,230百万円（前連結会計年度比11.1％増）となり、収益面では肥料事業と同様に製造原価の

上昇により、営業利益は17百万円（前連結会計年度比43.3％減）となりました。 

 ＬＰＧ及び機器事業におきましては、自動車用ＬＰＧ容器は、タクシー向け、ＬＰＧ車改造向け、フォークリフト向け

とも減少したことに加え、ＬＰガスの取り扱いも減少したことにより、当連結会計年度の当事業の売上高は1,581百万円

（前連結会計年度比8.0％減）、営業利益は41百万円（前連結会計年度比6.5％減）となりました。 

 なお、当社東北支店でのＬＰガス販売事業については、近年の都市ガスの普及やオール電化住宅の増加による需要減に

加え、大手卸売業者による流通再編の動きを考慮し、当連結会計年度末をもって東北石油ガス株式会社に営業譲渡しまし

た。 

 物資その他事業におきましては、育苗培土の取り扱いが減少しましたが、農水産物の取り扱いが増加したため、当連結

会計年度の当事業の売上高は3,035百万円（前連結会計年度比0.4％減）となり、収益面では化粧品原料の取り扱いが減少

し、計画を下回ったため、営業利益は332百万円（前連結会計年度比17.7％減）となりました。 

 （注）消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 



  (2）キャッシュ・フロー 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の営業活動による資金の減少は125百万円（前連結会計年度は1,115百万円の増加）となりまし

た。これは、「(1）業績」で記載したとおり、主に税金等調整前当期純利益421百万円（前期は662百万円）、減価

償却費の計上などに対し、売上債権の増加、たな卸資産の増加があったことなどによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の投資活動による資金の減少は1,322百万円（前連結会計年度は484百万円の減少）となりまし

た。これは、主に当社塩釜工場の生産体制の拡充強化をはかるための化成肥料製造設備の改造、当社姫路工場の環

境対策設備の改造、子会社への貸付けの支出などによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の財務活動による資金の増加は94百万円（前連結会計年度は197百万円の減少）となりました。

これは、主に当社の短期借入金の増加、子会社の長期借入れによる収入、当社の配当金の支払いによるものであり

ます。 

 以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ1,354百万円減少し654百万円

となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社グループは、製品の大部分について見込生産方式を採っておりますので、記載しておりません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

肥料事業（百万円） 15,038 △1.0 

飼料事業（百万円） 208 7.0 

ＬＰＧ及び機器事業（百万円） － － 

物資その他事業（百万円） 1,364 1.8 

合計（百万円） 16,612 △0.7 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

肥料事業（百万円） 16,043 △1.7 

飼料事業（百万円） 1,230 11.1 

ＬＰＧ及び機器事業（百万円） 1,581 △8.0 

物資その他事業（百万円） 3,035 △0.4 

合計（百万円） 21,891 △1.3 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

全国農業協同組合連合会 10,859 48.9 10,798 49.3 



３【対処すべき課題】 

 わが国農業は平成19年４月より「食料・農業・農村基本計画」に基づく担い手に焦点を当てた品目別横断的経営安定対

策をはじめとした新しい施策が導入され、農業の活性化や将来的な食料自給率の向上等その成果が大いに期待されます。

しかし、農家の高齢化による作付面積の減少、海外からの農産物輸入圧力の増大、農業生産資材費低減運動や環境保全型

農業の推進など肥料需要は引続き減少傾向が続くものと予測されます。さらに原油価格の高止まりや肥料原料価格の高騰

は継続しており、製造コスト上昇分を製品価格に転嫁できなければ、大幅な収益悪化を招くものと予想されます。  

 この様な状況下、当社グループは、中期３ヵ年計画「Shine(シャイン)2008」の方針に基づき、肥料事業分野では引き

続き「安全・安心・良食味」に加え、省力や環境負荷軽減など時代の要請に応える有機関連製品の拡販と高付加価値製品

のさらなる差別化を図ると共に、全国に配置した製造、営業拠点を最大限に活かし、技術面でのサービス等経営資源をフ

ル活用して多様なユーザーニーズに応えることで一層の競争力と収益性の向上を目指してまいります。  

  非肥料事業分野では、事業の選択と集中を図っており、ＬＰガス販売事業の譲渡に続き、平成19年４月よりＬＰＧ機器

事業についても、製造を担う関連会社に販売部門と設計部門を移管し、効率化を図っております。一方、有機原料活用の

技術を活かし天然素材由来の化粧品原料の拡販、新たな原料の開発、それらの健康食品への応用と用途開発等、新素材事

業による収益基盤の多様化に努めてまいります。  

 また、製造部門において生産システムの総合的効率化による製造コストの低減を図るＴＰＭ（トータル・プロダクティ

ブ・メンテナンス）運動を継続するとともに、その他間接部門においても一層の業務の効率化による経費削減に意を用

い、全社一丸となって収益の拡大に努めてまいります。 

 さらに、昨年４月に導入した監督機能と業務執行の分離を図る執行役員制度を充実させ、更なる経営の効率化と競争力

の向上ならびにコーポレート・ガバナンス体制の充実を図ってまいる所存です。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、リスクとなる可能性があり、当社グル

ープ固有の主な事項は以下の通りです。 

 なお、文中における将来に関する事項は有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり、

全てのリスクを網羅しているものではありません。 

（１）事業に関するリスク 

①国内の農業環境の変化によるリスク 

 当社グループの主力事業である肥料事業は、政府の農業政策とそれによる国内農業の変化により大きな影響を受

けます。人口減による農産物消費量の減少、農産物輸入の拡大、農業者の高齢化や都市化による耕地面積の減少等

を要因に、農産物生産の減少にともなう肥料需要の減少が顕在化した場合、当社グループの業績・財務に影響を及

ぼす可能性があります。 

また、農業資材費低減、減肥政策等の農業経営の見直しも、肥料需要の減少に繋がると予想され、当社グループの

業績・財務に影響を及ぼす可能性があります。 

②肥料流通の変化によるリスク 

 肥料の国内流通は、全国農業協同組合連合会他の系統組織が大きなシェアを占めており、当社グループも肥料販

売の大半を系統組織に依存していますが、何らかの理由で系統の流通シェアが大きく減少した場合や流通が困難に

なった場合、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があります。 

    ③販売における与信リスク 

 当社グループは販売の大半を系統組織に依存しており、その与信リスクは些少ですが、その他一般の販売先向け

は一定程度の与信リスクを負担しているため、与信管理規程によるリスク管理を行っていますが、販売先の経営状

況によっては、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があります。 

   ④肥料市場における競争激化によるリスク 

 肥料の国内市場において、需要の減少に伴うメーカー間の競争が激化し、販売価格が低下した場合、業界の統合

再編により他社の競争力が当社グループを上回る状況になった場合、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可

能性があります。 

   ⑤原料事情によるリスク 

 肥料の主要原料は多くを輸入に依存していることから、原料市況、運賃市況、外国為替市況、エネルギー市況等

によっては、原料価格高騰や供給不足の現出が予想され、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

 また、当社グループの飼料事業の主要品目は稚内工場で生産する魚粕・魚粉であり、同地区の原魚入荷量に依存

しておりますので、同地区での原魚入荷量が減少した場合、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

   ⑥飼料の需要および市況に関するリスク 

 国内の畜産物の需要減により配合飼料の生産減が現出した場合、国内外の飼料原料の市況の変動により、魚粉代

替原料の使用が増加した場合、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があります。 

   ⑦ＬＰＧおよび機器事業に関するリスク 

 自動車用ＬＰＧボンベ製造が主力であるため、代替エネルギーの普及によるＬＰＧ車のシェア変動が、当社グル

ープの業績・財務に影響を及ぼす可能性があります。 

   ⑧化粧品原料に関するリスク 

 化粧品原料に関する安全性については細心の注意を払っておりますが、当社グループの製品に起因する予期せぬ

副作用等が発生した場合、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があります。 



（２）法的規制、研究開発、訴訟、自然災害その他に関するリスク 

①法的規制に関するリスク 

        肥料事業、飼料事業、ＬＰＧおよび機器事業、その他当社グループが行う事業は、肥料取締法、飼料安全法、高

圧ガス保安法、食品衛生法等を始めとした様々な関連法規によって規制されており、当社グループはこれら法規

の遵守を徹底すべく細心の注意を払っております。 

 しかし、過失や事故等により法規違反を犯す可能性は否定できず、違反を起こしたことで、当社グループの事

業活動を制限する何らかの行政命令や罰金、それに起因する損害賠償の請求等があった場合、当社グループの業

績・財務に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、何らかの環境変化のため、予期せぬ法的規制の変更や新設により、既存の事業活動が制限を受ける場

合、既存の原料の使用ができなくなる場合、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があります。 

  

   ②研究開発に関するリスク 

     当社グループは、製品の品質向上、技術水準の維持に加え、新商材の開発のために、研究開発活動を行ってお

りますが、何らかの理由で商材の開発を断念する場合、開発した商材の上市ができなかった場合、研究開発コス

トの回収ができず、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があります。 

  

   ③知的財産権に関するリスク 

 当社グループは特許権等の知的財産権の管理には細心の注意を払っておりますが、当社グループの保有する知

的財産権が第三者によって侵害され利益を遺失した場合、第三者の保有する知的財産権を侵害し損害賠償を請求

された場合、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があります。 

  

   ④訴訟に関するリスク 

 当社グループは事業遂行にあたり、コンプライアンスを最重要事項に位置づけ、企業活動を行っております

が、各種関連法規違反の有無に係わらず、製造物責任、知的財産権、環境問題等の問題において訴訟を提起され

る可能性があります。訴訟が提起された場合は、その結果の如何に係わらず企業イメージや顧客信頼度の毀損、

あるいは損害賠償負担等により、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があります。 

  

   ⑤保有資産に関するリスク 

 当社グループの保有する土地・建物や有価証券等の資産価値が下落することで、当社グループの業績・財務に

影響を及ぼす可能性があります。 

    

   ⑥天候・自然災害に関するリスク 

 主要事業である肥料事業が農業に依存することから、台風、大風、大雪、大雨、旱魃、日照不足等の異常気象

や悪天候による影響を受ける可能性があります。 

また、生産設備が地震等の大規模自然災害による被害を受け、減産や生産停止した場合、コンピューターシステ

ムへの被害等が起こった場合、当社グループとして可能なバックアップ体制作りを進めていますが、被害の程度

によっては、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があります。 

  

   ⑦人材の確保に関するリスク 

 当社グループの将来の業績は有能な人材の継続的確保に依存しており、労働市場の変化により、有能な人材の

採用や育成ができない場合、有能な人材が流出した場合、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があ

ります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 特記すべき事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発は、現在の事業活動を拡大する開発研究と、将来に向けての基礎的研究を筑波総合研究所を中

心として展開しております。 

 農業関連の開発研究については、農産物のコスト低減、高付加価値化志向など農業の生産様式の多様化に対応して新肥

料・新素材の開発を行うとともに、近年、重要性の高まりつつある環境調和型農業の確立に向けて、次のようなテーマを

中心に新製品・新技術の開発を行っております。 

（1）有機質肥料の作物への高付加価値化利用の研究 

（2）有用微生物の有効利用研究 

（3）作物栽培のシステム開発研究 

（4）新機能肥料および新施肥技術の開発 

（5）有機未利用資源の有効活用 

 農業以外の新素材関連の研究開発については、各種天然素材を用いた化粧品原料の開発を次のようなテーマで行ってお

ります。 

（1）天然素材からコラーゲンなど高付加価値原料の抽出・精製技術の開発 

（2）各種天然由来原料の老化抑制作用、美白作用などの機能性評価 

 基礎的研究については、有用微生物の有効利用のための有効菌の検索および増殖固定化の研究、ならびに天然高分子の

有効利用のための研究を行っております。 

 なお、当連結会計年度における各事業部門別の研究開発費は、農業関連の開発研究を主体とする肥料事業においては

162百万円、物資その他事業に係る新素材関連の開発研究としては46百万円であり、当連結会計年度の研究開発費の総額

は209百万円となっております。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は原則として連結財務諸表に基づいて分析した内容

であります。当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき 

作成しております。その作成にあたって採用する重要な会計方針は、第５「経理の状況」の連結財務諸表の「連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。 

 なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであ

り、今後さまざまな要因によって異なる結果となる可能性があります。 

（１）財政状態の分析 

 当連結会計年度末（以下「当年度末」という）の資産の合計は22,688百万円となり、前連結会計年度末（以下

「前年度末」という）に比べ44百万円減少しました。 

（流動資産） 

 流動資産残高は、12,556百万円となり、前年度末に比べ52百万円増加しました。これは主に現金及び預金の減少

（1,300百万円）などに対し、受取手形及び売掛金の増加（564百万円）、たな卸資産の増加（165百万円）、短期

貸付金などのその他流動資産の増加（675百万円）などによるものであります。 

（固定資産） 

 固定資産残高は、10,131百万円となり、前年度末に比べ97百万円減少しました。これは主に上場株式の株価低下

による投資有価証券の減少（135百万円）などによるものであります。 

 当年度末の負債の合計は、11,653百万円となり、前年度末に比べ24百万円減少しました。 

（流動負債） 

 流動負債残高は、9,957百万円となり、前年度末に比べ183百万円増加しました。これは主に短期借入金の増加

（169百万円）などによるものであります。 

（固定負債） 

 固定負債残高は、1,695百万円となり、前年度末に比べ207百万円減少しました。これは主に長期預り敷金などの

その他固定負債の減少（236百万円）などによるものであります。 

（純資産） 

 当年度末の純資産の合計は11,035百万円となり、前年度末に比べ20百万円減少しました。これは主に投資有価証

券の時価が下降したことによるその他有価証券評価差額金の減少（80百万円）などによるものであります。 

 この結果、自己資本比率は前年度末と同様に48.6％となり、１株当たり純資産額は前年度末の518.92円から

517.36円となりました。 

（２）経営成績の分析 

（売上高） 

 当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度（以下「前年度」という）に比べ297百万円（△1.3％）減収の

21,891百万円となりました。 

（売上総利益） 

 売上総利益は、売上高の減少に伴い、前年度に比べ275百万円（△6.3％）減益の4,113百万円となりました。 

（営業利益） 

 営業利益は、販売費及び一般管理費の削減（△９百万円）がありましたが、前年度に比べ266百万円（△

45.5％）減益の318百万円となりました。 

（経常利益） 

 経常利益は、前年度に比べ258百万円（△42.4％）減益の352百万円となりました。 

（税金等調整前当期純利益） 

 税金等調整前当期純利益は、ＬＰＧ営業譲渡益（104百万円）などの特別利益を合計126百万円計上しましたが、

固定資産売却損及び廃棄損（56百万円）などの特別損失を合計57百万円計上し、前年度に比べ240百万円（△

36.4％)減益の421百万円となりました。 



（当期純利益） 

 税効果会計適用後の当期純利益は前年度に比べ111百万円（△33.6％）減益の220百万円となりました。 

 この結果、１株当たり当期純利益金額は前年度の15.78円から10.35円、自己資本利益率は前年度の3.1％から

2.0％となりました。 

 なお、事業別の売上高及び営業利益の概況については、１「業績等の概要」に記載しております。 

（３）今後の見通しについて 

（業績全般） 

 業績全般の見通しにつきましては、国内経済は原材料価格の高騰や海外経済の動向など不安材料もありますが、

景気は輸出に加え雇用環境の緩やかな改善等を柱として引き続き拡大すると思われます。農業分野については「食

料・農業・農村基本計画」をベースとして、系統組織の効率化への動き、「経営所得安定対策」を柱とした担い手

への施策の集中による生産基盤の強化や株式会社の農業参入などが促進されると思われますが、これらの施策は中

期的農業活性化策であり肥料需要に対する即効性は期待薄であり、また、農業の構造的な問題から当社グループを

取巻く事業環境は引続き厳しいものと予想されます。 

 このような状況下、当社グループは昨年４月よりスタートした中期３ヵ年計画「Shine(シャイン)2008」の方針

に基づき、市場の求める有機関連製品、高機能肥料、微生物資材等の重点品目と高付加価値商品である「ＨＧ有

機」の拡販に努め、また、非肥料事業では化粧品原料などの新分野にも積極的に取り組み、役職員一丸となって事

業の着実な強化を図ると共にコストの削減や効率化を徹底し、収益の拡大に努めてまいります。 

（財政状態） 

 次期の税金等調整前当期純利益は当連結会計年度より増加することを予想しており、設備投資による支出は減価

償却費の範囲内を予定しておりますが、借入金の圧縮など資金の効率化に努めるため、次期の現金及び現金同等物

は、当連結会計年度末と同程度の見込みで７億円程度になると予想しております。 

 なお、当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況は、１「業績等の概要」に記載しております。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループの当連結会計年度における設備投資の主なものは、生産体制の拡充を図るための当社塩釜工場の化成

肥料製造設備の改造、当社姫路工場の環境対策設備の拡充などであります。その他各工場の合理化、生産維持のため

の工事を実施し、設備投資総額は643百万円であります。 

これに要した資金は、自己資金によっております。 

 なお、当社グループは当連結会計年度中に増資・社債発行などによる資金の調達は行っておりません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）事業の種類別セグメント内訳 

 （注）１．帳簿価額「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定であります。金額には消費税等を含んでおりません。

２．上記のほか、当社本社事務所他を賃借しており、リース契約による賃借設備は、コンピューターの本体２台

他であります。 

なお、主要な賃借契約による支払賃借料は71百万円であり、主要なリース契約による支払リース料は32百万

円であります。また、上表には、賃貸中の建物及び構築物、機械装置1,070百万円が含まれております。 

  （平成19年３月31日現在）

事業の種類別セグメ
ントの名称 

帳簿価額 

従業員数
（人） 建物及び構築

物（百万円） 

機械装置及び運
搬具 

（百万円） 

土地 
（百万円） 
（面積千㎡） 

その他 
（百万円） 

合計(百万円) 

肥料事業 1,725 1,740 
2,975 

(229) 
36 6,477 365 

飼料事業 12 7 
16 

(3) 
2 40 12 

LPG及び機器事業 6 0 
17 

(0) 
0 25 12 

物資その他事業 1,215 154 
369 

(72) 
7 1,746 44 

小計 2,960 1,904 
3,379 

(306) 
46 8,290 433 

消去又は全社 54 － 
108 

(1) 
7 170 35 

合計 3,014 1,904 
3,488 

(308) 
53 8,461 468 



(2）提出会社の状況 

(3）子会社の状況 

（平成19年３月31日現在）

事業所名 
(主な所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数
(人) 

建物及び
構築物 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 
（百万円）

土地 
(百万円) 
(面積千㎡)

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

本社 

（東京都千代田区） 

物資その他事

業 

消去又は全社 

管理その他施

設 
513 － 

131 

(2) 
8 655 79 

北海道支店・旭川工場 

（北海道旭川市） 

肥料事業 

物資その他事

業 

配合・化成・

液状肥料、育

苗培土製造設

備 

564 279 
219 

(56) 
4 1,067 45 

青森支店・青森工場 

（青森県青森市） 

肥料事業 

物資その他事

業 

配合肥料製造

設備 
162 20 

66 

(23) 
3 253 13 

東北支店・塩釜工場 

（宮城県塩釜市） 

肥料事業 

物資その他事

業 

配合・化成・

液状肥料製造

設備 

149 231 
589 

(17) 
3 974 40 

福島支店・大越工場 

（福島県田村市） 

肥料事業 

物資その他事

業 

配合肥料、育

苗培土製造設

備 

219 157 
103 

(14) 
0 481 34 

関東支店・千葉工場 

（千葉県袖ヶ浦市） 
肥料事業 

配合・化成・

液状肥料製造

設備 

321 357 
1,238 

(39) 
2 1,920 51 

名古屋支店・名古屋工場 

（名古屋市港区） 

肥料事業 

物資その他事

業 

配合・化成・

液状肥料、育

苗培土製造設

備 

282 173 
72 

(0) 
5 533 49 

大阪支店・姫路工場 

（兵庫県姫路市） 
肥料事業 

配合・化成・

液状肥料製造

設備 

237 293 
461 

(26) 
7 999 51 

九州支店・日出工場、鹿児

島工場 

（大分県日出町） 

肥料事業 

飼料事業 

物資その他事

業 

配合・化成・

液状肥料、発

酵飼料、魚粕

製造設備 

328 250 
368 

(75) 
5 952 55 

筑波総合研究所 

（茨城県土浦市） 

肥料事業 

物資その他事

業 

研究開発施設 108 8 
2 

(26) 
9 126 20 

  （平成19年３月31日現在）

事業所名 
(主な所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数
(人) 

建物及び
構築物 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 
（百万
円） 

土地 
（百万円）
(面積千㎡)

その他 
（百万円）

合計 
（百万円） 

大日本産肥株式会社 

（北九州市門司区） 
肥料事業 

配合・化成肥

料製造設備 
127 131 

234 

(24) 
2 496 31 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、生産計画、需要予測、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。設

備計画は原則的に連結各社が個別に策定しておりますが、計画策定に当たっては提出会社を中心に調整を図っており

ます。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の改修計画は次のとおりであります。 

重要な改修 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完成後の 
増加能力 総額 

（百万円） 
既支払額 

（百万円） 
着手 完了 

当社千葉工場 
千葉県 

袖ヶ浦市 
肥料事業  

サイロ設置及び 

ライン改造 
47 － 自己資金 

平成19年 

  

９月  

平成19年 

  

10月 

－ 

当社塩釜工場  
宮城県 

塩釜市  
肥料事業 

電気集塵機 

更新 
35 － 自己資金 

平成19年 

  

９月 

平成19年 

  

10月 

－ 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） １株につき1.05株の割合の株式分割による増加 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式152,173株は、「個人その他」に152単元および「単元未満株式の状況」に173株含まれておりま

す。 

なお、自己株式152,173株は株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実保有株式数は144,821株であり

ます。 

２．上記「その他の法人」および「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ

３単元および200株含まれております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 70,000,000 

計 70,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

(平成19年３月31日) 
提出日現在発行数（株） 
(平成19年６月26日) 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 21,474,562 同左 
東京証券取引所 

市場第一部 
― 

計 21,474,562 同左 ― ― 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成９年５月20日 1,022 21,474 ― 3,549 ― 3,072 

  （平成19年３月31日現在）

区分 

株式の状況（１単元の株式数 1,000 株） 
単元未満 
株式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等  
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ─ 42 30 97 26 1 3,049 3,245 ─ 

所有株式数

（単元） 
─ 5,204 239 6,807 700 2 8,158 21,110 364,562 

所有株式数の

割合（％） 
─ 24.65 1.13 32.25 3.32 0.00 38.65 100.00 ─ 



(6）【大株主の状況】 

  （平成19年３月31日現在）

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町１丁目４－２ 5,279 24.58 
     
農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13－２ 946 4.40 
     
株式会社みずほコーポレー

ト銀行 
東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 929 4.32 

     
株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２－１ 677 3.15 
     
日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目７－３ 421 1.96 
     
日興シティ信託銀行株式会

社（投信口） 
東京都品川区東品川２丁目３－14 354 1.64 

     
日本マスタートラスト信託

銀行株式会社（三菱化学株

式会社退職給付信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 279 1.30 

     
日本マスタートラスト信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 267 1.24 

     
シージーエムエル‐アイピ

ービーカスタマー コラテ

ラル アカウント（常任代

理人 シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店） 

CITIGROUP CENTRE, CANADA SQUARE, CANARY WHARF,  

LONDON E14 5LB（東京都品川区東品川２丁目３－１４） 
239 1.11 

     
シービーエヌワイ デイエ

フエイ インターナショナ

ル キャップ バリュー 

ポートフォリオ（常任代理

人 シティバンク、エヌ・

エイ 東京支店） 

1299 OCEAN AVENUE, 11F, SANTA MONICA, CA 90401 USA 

（東京都品川区東品川２丁目３－14） 
210 0.97 

計 ― 9,604 44.72 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。また、「議

決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。 

②【自己株式等】 

（注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が7,000株（議決権の数

７個）あります。なお、当該株式は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれており

ます。 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  （平成19年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 144,000 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,966,000 20,966 ― 

単元未満株式 普通株式 364,562 ― 
１単元（1,000株）未満

の株式 

発行済株式総数 21,474,562 ― ― 

総株主の議決権 ― 20,966 ― 

  （平成19年３月31日現在）

所有者の氏名又は名称等 所有者の住所 
自己名義所有
株式数(株) 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(%) 

片倉チッカリン株式会社 
東京都千代田区九段

北一丁目13番５号 
144,000 ― 144,000 0.67 

計 ― 144,000 ― 144,000 0.67 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法

第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当事業年度の内訳は、ストックオプションの行使（株式数39,000株、処分価額の総額14,802,450円）及び単元未満

株式の売渡請求による売渡（株式数2,494株、処分価額の総額908,832円）であり、当期間は、単元未満株式の売渡

請求によるものであります。また、当期間における保有自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書

提出日までの単元未満株式の買取りによる株式は含まれておりません。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 16,714 7,679,755 

当期間における取得自己株式 1,369 462,909 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額 
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他（注） 41,494 15,711,282 377 137,601 

保有自己株式数 144,821 52,894,470 145,813 53,219,778 



３【配当政策】 

 当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策のひとつと位置付けており、収益力の強化に努め、安定した配当を継

続することを基本方針としております。 

 この方針にもとづき、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うこととしております。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当事業年度は、中間配当として１株につき４円を実施しており、期末配当は１株につき４円といたしました。これによ

り通期の配当は１株につき８円となります。 

 なお、次期は、引き続き中間配当、期末配当とも１株につき４円とし、通期の配当は１株につき８円を予定しておりま

す。 

 当事業年度の内部留保資金につきましては、主力製品の安定供給体制確立および新製品の開発と高付加価値化のために

有効投資し、経営基盤のより一層の強化に努める所存であります。 

 また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めております。 

 第92期の剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

決議年月日 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当金額 
（円） 

平成18年11月17日 

取締役会決議 
85  ４ 

平成19年６月26日 

定時株主総会決議 
85  ４ 

回次 第88期 第89期 第90期 第91期 第92期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 330 355 397 650 609 

最低（円） 243 250 288 333 323 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 479 461 429 410 377 368 

最低（円） 440 381 400 323 351 341 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式

数 
（千株） 

代表取締役 

取締役社長 
  中川 敏夫 昭和22年３月２日生

昭和44年３月 東京工業大学理工学部卒業 

昭和44年４月 丸紅飯田（現丸紅）株式会社入社 

平成10年６月 同社取締役 

平成13年４月 同社常務取締役 

平成15年４月 同社専務取締役 

平成17年４月 当社顧問 

平成17年６月 代表取締役社長（至現在） 

(注)３ 26 

代表取締役 

専務取締役 

社長補佐 

肥料本部長 

ＣＳＲ委員会

委員長 

宮本 幸次 昭和22年１月15日生

昭和40年３月 大分県立大分商業高等学校卒業 

昭和40年４月 当社入社 

平成11年４月 関西事業本部長 

平成14年４月 中部事業本部長 

平成14年６月 取締役 

平成15年６月 中部地域・関西地域・九州地域担

当役員 

平成17年６月 常務取締役 

平成18年６月 専務取締役 

関東地域担当役員 

肥料本部長（至現在） 

平成19年６月 代表取締役専務取締役（至現在） 

社長補佐、ＣＳＲ委員会委員長

（至現在） 

(注)３ 19 

専務取締役 

生産技術本部 

・筑波総合研

究所管掌役員 

田所 正尋 昭和20年９月22日生

昭和43年３月 千葉工業大学卒業 

昭和43年４月 当社入社 

平成12年４月 生産技術部長 

平成14年６月 取締役 

平成15年６月 生産技術本部長 

平成18年６月 常務取締役 

筑波総合研究所管掌役員（至現

在） 

平成19年６月 専務取締役（至現在） 

生産技術本部管掌役員（至現在） 

(注)３ 7 

常務取締役 

総務本部・ 

経営企画室・

生活資材本部 

管掌役員 

清谷 健一 昭和21年５月16日生

昭和46年３月 早稲田大学第一商学部卒業 

昭和46年４月 丸紅飯田（現丸紅）株式会社入社 

平成６年４月 当社入社 

平成14年４月 総務本部長 

経営企画室長 

平成14年６月 取締役 

平成15年４月 経営企画室担当役員 

平成18年６月 常務取締役（至現在） 

総務本部・経営企画室管掌役員

（至現在） 

財経本部管掌役員 

平成19年６月 生活資材本部管掌役員（至現在） 

(注)３ 14 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式

数 
（千株） 

取締役 
筑波総合研究

所長 
津田 謙次 昭和22年７月21日生

昭和45年３月 岐阜大学農学部卒業 

昭和45年４月 当社入社 

平成13年４月 総務部長 

平成16年４月 総務本部副本部長 

平成16年10月 筑波総合研究所長（至現在） 

平成17年６月 取締役（至現在） 

関東地域担当役員 

(注)３ 26 

取締役 
財経本部 

管掌役員 
嶋田 豊 昭和23年６月28日生

昭和47年３月 大阪市立大学経済学部卒業 

昭和47年４月 株式会社富士銀行入行 

平成14年４月 当社入社 

平成15年６月 経理部長 

平成17年９月 財経本部長 

平成18年４月 執行役員 

平成19年６月 取締役（至現在） 

財経本部管掌役員（至現在） 

(注)３ 2 

取締役   神谷 哲郎 昭和26年３月15日生

昭和48年３月 早稲田大学法学部卒業 

昭和48年４月 丸紅株式会社入社 

平成10年４月 同社合成樹脂部長 

平成19年４月 同社化学品総括部長（兼） 

ケミックス事業室長（至現在） 

平成19年６月 取締役（至現在） 

(注)３ － 

取締役   岩本 謙三 昭和16年９月22日生

昭和39年３月 慶應義塾大学法学部卒業 

昭和39年４月 片倉工業株式会社入社 

平成３年３月 同社取締役 

平成９年３月 同社常務取締役 

平成13年３月 同社取締役社長（至現在） 

平成17年６月 当社取締役（至現在） 

(注)３ － 

取締役   清野  實 昭和15年12月30日生

昭和38年３月 京都大学工学部卒業 

昭和38年４月 昭和電工株式会社入社 

平成９年３月 同社取締役 

平成12年３月 同社常務取締役 

平成15年３月 同社常任監査役 

平成15年６月 当社取締役（至現在） 

平成19年１月 昭和電工株式会社常勤監査役 

（至現在） 

(注)３ 5 

常勤監査役   増澤  肇 昭和18年４月14日生

昭和42年３月 早稲田大学第一法学部卒業 

昭和42年４月 当社入社 

平成13年４月 財経本部副本部長 

平成16年６月 常勤監査役（至現在） 

(注)４ 8 

常勤監査役   林  雅明 昭和22年６月７日生

昭和46年６月 東京大学経済学部卒業 

昭和46年７月 丸紅飯田（現丸紅）株式会社入社 

平成２年４月 同社プロジェクト金融部業務室長 

平成７年４月 同社財務部部長代理 

平成15年４月 同社監査部長 

平成17年６月 当社常勤監査役（至現在） 

(注)４ 2 

 



 （注）１．取締役 神谷 哲郎、岩本 謙三および清野 實は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。

２．常勤監査役 林 雅明、監査役 長谷 正および田辺 巳三は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」で

あります。 

３．平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から１年間。 

４．平成16年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。 

５．当社では、取締役会が担う経営監督機能と業務執行機能を分離することで、取締役会の監督機能と意思決定

の迅速化を行い、効率的な経営と競争力の強化をはかるため、執行役員制度を平成18年４月から導入してお

ります。 

執行役員は11名で、常務執行役員塩釜工場長 野浪 吉郎、執行役員大阪支店長 鈴木 日出夫、同名古屋支店

長 田口 哲郎、同福島支店長 長尾 晴隆、同肥料本部副本部長兼肥料業務部長 吉田 忠文、同財経本部長 

佐藤 一生、同北海道支店長 伊藤 敬、同九州支店長 中村 義彦、同生産技術本部長兼生産技術部長 佐久

間 藏、同姫路工場長 佐藤 良和、同総務本部長 北條 秀光で構成されております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式

数 
（千株） 

監査役   長谷 正 昭和30年６月10日生

昭和53年３月 早稲田大学政治経済学部卒業 

昭和53年４月 丸紅株式会社入社 

平成18年４月 丸紅ケミックス株式会社執行役員 

平成19年４月 丸紅株式会社化学品総括部 

副部長（至現在） 

平成19年６月 監査役（至現在） 

(注)４ － 

監査役   田辺 巳三 昭和36年12月12日生

昭和60年３月 神戸大学経営学部卒業 

昭和60年４月 丸紅株式会社入社  

平成18年４月  同社無機・農業化学品部部長代理

（至現在）  

平成19年６月  監査役（至現在） 

(注)４ － 

        計   113 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社グループは、経営を効率化し経営責任を適切・公正に遂行するために、絶えず経営の管理体制および組織や仕

組みの見直しと改善に努めております。株主をはじめ広く関係者の皆様に対し、一層の経営の透明性と公正性を高

め、その負託に応えることが経営上の最も重要な課題の一つと位置づけております。 

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の機関の内容 

当社の会社の機関および体制は、次のとおりです。 

＜取締役会＞ 

 取締役会は、取締役９名(うち社外取締役３名)、監査役４名（うち社外監査役３名）からなり、法令および

当社定款に定められた事項、その他経営に関する最高方針および全社的重要事項について審議し議決します。

原則月１回開催され、社長が議長を務めています。 

＜経営会議＞ 

 経営会議は、常勤取締役６名、常勤監査役２名からなり、経営に関する重要事項を審議し議決します。必要

に応じ執行役員11名が陪席し、原則月２回開催され、社長が議長を務めています。 

＜執行役員制度＞ 

 取締役会の監督機能の強化と意思決定の迅速化により、効率的な経営と競争力の向上を図ることを目的に、

11名の執行役員を選任しています。 

＜監査役会＞ 

 監査役会は、監査役４名（うち社外監査役３名）からなり、取締役の職務執行の監査を行っております。必

要に応じ監査役会スタッフ３名および監査役室 室員１名が陪席し、年４回以上開催され、議長は監査役会が

予め指名する常勤監査役が務めております。 

＜支店長会議＞ 

 支店長会議は、社長、管掌役員、本部長、地域担当役員、支店長および連結会社社長をもって構成され、予

算・決算に関する事項ならびに業務執行に関する事項の審議・報告を行います。原則月１回開催され、専務取

締役・肥料本部長が議長を務めております。 



②内部統制システムおよび内部監査、会計監査、リスク管理体制の整備状況 

 当社は、会社法及び同法施行規則に基づき、業務の適正を確保するための内部統制システムの整備に関する

基本方針を平成18年５月10日の取締役会にて決議し、下記のとおり実施しております。 

Ⅰ.取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 当社は、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、社会的責任及び企業理念を果たすため、

平成18年6月に「CSR委員会」の設置を行いました。その傘下に「コンプライアンス委員会」を設け、コンプラ

イアンス体制にかかる規程を整備し、研修等を通じ取締役及び使用人に対し、コンプライアンスの徹底を図っ

ております。 

 さらに、問題の未然防止と早期解決のため、報告・相談体制により適切な対応を行っております。 

Ⅱ.取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 当社は、取締役の職務の執行に係る文書その他情報を、取締役会規程、文書管理規程等の定めるところに従

い、適切に保存及び管理を行っております。 

Ⅲ.損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 当社は、環境、災害、品質、信用等に係るリスクについては、業務分掌規程等の社内規程にて担当部署が所

管業務に付随するリスクの把握と取締役への報告を行っております。また、社内規程に基づき設置されている

各種委員会を統括するCSR委員会により全社的なリスク管理体制の構築及び運用を行っております。 

Ⅳ.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 当社は予算管理規程等に基づき中期事業計画並びに単年度予算を策定し、経営方針を明確な計数目標として

明示することにより、経営効率の向上を図っております。また、執行役員制度の導入により、取締役会の監督

機能強化と意思決定の迅速化を行い、効率的な経営と競争力の向上を図っております。 

Ⅴ.株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 当社は、平成18年9月にグループ・コンプライアンス・マニュアルを定め、グループ全体のコンプライアンス

体制を構築しました。 

 関係会社管理規程に基づき、経理部を担当部とし、関係会社の状況に応じて必要な管理を行っております。

 また、監査役は、関係会社監査役と緊密な連携を保ち、効果的な監査を行っております。 

Ⅵ.監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

 当社は、監査役の職務を補助すべき使用人として、「監査役室」を置き、必要な人員の配置を行っておりま

す。 

Ⅶ.監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 当社は、当該使用人の人事異動、人事考課に関しては、監査役会の事前の同意を得るものとしております。 

Ⅷ.取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制 

 当社は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのあるとき、又は法令・定款に違反するおそれがあるときは、取

締役が、監査役に報告を行っております。 

 監査役は、重要な意思決定の過程や業務の執行状況を把握するため、定期的に経営会議に出席するととも

に、必要に応じて説明を求めております。 

Ⅸ.その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 当社は、内部監査規程に基づき、監査役が監査役会規程に準拠し内部監査の円滑なる運営を図るため、適切

な対応を行っております。 

 監査役は、代表取締役社長及び会計監査人と定期的な意見交換会を開催し、適切な意思疎通及び効果的な監

査業務の遂行を図っております。 

  

 また、当社は会計事務所と監査役による会計監査・業務監査のほかに、監査室を設置し、内部監査を通して

被監査部門に対する改善指導を行うなど、内部監査体制の充実を図っております。また、監査役会において各

監査役の協議のもと内部統制の有効性を検証しております。 



＜内部監査＞ 

 業務の実施部署から独立した社長直轄の組織として監査室を設け、現在１名で構成されており各支店/工

場・グループ会社の内部監査を行っております。事業所毎に年１回以上実施し、その結果を代表取締役および

監査役会に報告しております。 

＜会計監査＞ 

 会計監査は、監査法人大手門会計事務所が実施しており、監査役は監査法人大手門会計事務所と綿密な情報

交換を行い、監査体制の充実を図っております。 

 当連結会計年度において監査業務を執行した公認会計士は、指定社員・業務執行社員植木暢茂（継続監査年

数14年）、同・同社員岩崎哲士（同８年）、同・同社員武川博一の３氏および監査業務に係る補助者（公認会

計士）３名であります。 

 尚、当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、原則として、会計監査人が

職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査役の同意又は請求により、会計監査人の解任又

は不再任に関する議題を株主総会に提案することを方針としております。 

＜監査役と会計監査人の連携状況＞ 

 各監査役は公認会計士から会計監査状況を聴取するほか、各店所往査に同行し、その監査手続等を確認して

おります。また、監査役と会計監査人は、必要に応じて随時会合・意見交換を実施しております。 

 また、当社グループは、コンプライアンスを社会に対する経営の最重要責務と考え、上記の内部監査体制の

ほかＣＳＲ委員会の設置によるコーポレート・ガバナンスの徹底と内部統制の充実により、企業活動における

法令遵守、公平性、倫理性を確保しております。加えて与信リスクなどの管理を目的とする「審査・法務室」

を設置するなど、適切なリスク管理と内部情報管理を進めるための社内体制を構築しております。 

 ③役員報酬及び監査報酬の内容 

 当期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬並びに監査法人に対する監査報酬は以下のとおりで

あります。 

 役員報酬 取締役に支払った報酬             191百万円 

      うち取締役（社外）に支払った報酬       ３ 

      監査役に支払った報酬             35 

      うち監査役（社外）に支払った報酬       14 

 監査報酬 公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２ 

      条第１項に規定する業務に基づく報酬      15 

      上記以外の業務に基づく報酬          －  

  

   ④責任限定契約の内容の概要 

 当社は、平成19年６月26日開催の第92期定時株主総会で、会社法427条第１項の規定により、社外取締役及

び社外監査役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定款に定めて

おります。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額とし

ております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役がその責任の原因とな

った職務の遂行について善意でありかつ重大な過失がないときに限られております。 

  

   ⑤取締役の定数 

 当社の取締役は15名以内とする旨を定款で定めております。 

  

   ⑥取締役の選任決議要件 

 当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。 

  



 （３）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 当社の社外取締役である神谷哲郎氏は、丸紅株式会社 化学品総括部長（兼）ケミックス事業室長であります。

また、社外監査役林雅明氏は元丸紅株式会社監査部長であり、社外監査役長谷正氏は丸紅株式会社 化学品総括部

副部長および丸紅ケミックス株式会社 執行役であります。同様に田辺巳三氏は丸紅株式会社 無機・農業化学品

部 部長代理であります。当社は丸紅株式会社の関連会社であり、同社とは定常的な取引がありますが、社外取締

役・社外監査役個人が直接利害関係を有するものではありません。また、当社は丸紅ケミックス株式会社との間に

は特別の関係はありません。 

 一方、社外取締役岩本謙三氏は片倉工業株式会社取締役社長であり、社外取締役清野實氏は昭和電工株式会社常

勤監査役であります。いずれの会社も当社と資本関係がありますが、出資比率は１％未満であり、経営に影響を与

えるものではありません。また、当社とそれぞれの会社とは定常的な取引がありますが、社外取締役個人が直接利

害関係を有するものではありません。 

  

 （４）コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

 取締役会にて当社の業務執行を決定するとともに、取締役の業務執行状況を監督するため、取締役会は取締役よ

り定期的に報告を受けております。（平成19年３月期 13回開催） 

 監査役も参加する経営会議にて経営に関わる方針及び全社的重要事項等を協議決定しております。（平成19年３

月期 23回開催） 

 支店長会議にて経営方針の意思統一を図るとともに、各支店の業務執行に関する指示・報告を行っております。

（平成19年３月期 11回開催） 

 監査役会にて監査方針および監査計画を協議決定し、監査結果を報告しております。（平成19年３月期 ８回開

催）なお、各監査役は監査方針および監査計画に基づき、取締役会への出席や業務および財産の状況調査を通し

て、取締役の職務遂行を監査しております。 



○当社の業務執行・経営の監視および内部統制体制の模式図は次のとおりです。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）

及び当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成17年４月

１日から平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表につい

て、監査法人大手門会計事務所により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     2,009     708  

２．受取手形及び売掛金 ※７   6,026     6,591  

３．有価証券     53     －  

４．たな卸資産     4,091     4,256  

５．繰延税金資産     149     152  

６．その他     174     849  

貸倒引当金     △1     △2  

流動資産合計     12,503 55.0   12,556 55.3 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物及び構築物 ※２ 8,381     8,390    

減価償却累計額   5,259 3,122   5,376 3,014  

(2）機械装置及び運搬具 ※２ 10,998     11,028    

減価償却累計額   9,173 1,824   9,124 1,904  

(3）土地 ※２   3,456     3,488  

(4）その他   440     432    

減価償却累計額   365 75   378 53  

有形固定資産合計     8,478 37.3   8,461 37.3 

２．無形固定資産              

その他     27     25  

無形固定資産合計     27 0.1   25 0.1 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券 ※１   1,152     1,016  

(2）繰延税金資産     319     366  

(3）その他     294     305  

貸倒引当金     △42     △42  

投資その他の資産合計     1,723 7.6   1,644 7.3 

固定資産合計     10,229 45.0   10,131 44.7 

資産合計     22,733 100.0   22,688 100.0 

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形及び買掛金 ※７   3,835     3,746  

２．短期借入金     4,135     4,304  

３．未払法人税等     107     71  

４．賞与引当金     187     187  

５．その他     1,507     1,647  

流動負債合計     9,774 43.0   9,957 43.9 

Ⅱ 固定負債              

１．長期借入金     13     98  

２．退職給付引当金     858     746  

３．役員退職給与引当金     110     165  

４．その他     921     684  

固定負債合計     1,902 8.4   1,695 7.5 

負債合計     11,677 51.4   11,653 51.4 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※４   3,549 15.5   － － 

Ⅱ 資本剰余金     3,082 13.6   － － 

Ⅲ 利益剰余金     4,197 18.5   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    286 1.3   － － 

Ⅴ 自己株式 ※５   △60 △0.3   － － 

資本合計     11,055 48.6   － － 

負債・資本合計     22,733 100.0   － － 

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   3,549 15.6 

２．資本剰余金     － －   3,084 13.6 

３．利益剰余金     － －   4,247 18.7 

４．自己株式     － －   △52 △0.2 

  株主資本合計     － －   10,828 47.7 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   206 0.9 

  評価・換算差額等合計     － －   206 0.9 

純資産合計     － －   11,035 48.6 

負債純資産合計     － －   22,688 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     22,189 100.0   21,891 100.0 

Ⅱ 売上原価     17,800 80.2   17,778 81.2 

売上総利益     4,389 19.8   4,113 18.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2   3,804 17.2   3,794 17.3 

営業利益     584 2.6   318 1.5 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   1     8    

２．受取配当金   5     9    

３．受取補償料   10     18    

４．受取手数料   －     9    

５．その他   48 66 0.3 33 79 0.4 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   38     41    

２．その他   2 40 0.1 4 45 0.3 

経常利益     610 2.8   352 1.6 

Ⅵ 特別利益              

１．貸倒引当金戻入額   1     0    

２．固定資産売却益 ※３ －     11    

３．投資有価証券売却益   112     0    

４．ＬＰＧ営業譲渡益   －     104    

５．その他   － 114 0.5 10 126 0.6 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産売却損及び廃
棄損 

※４ 24     56    

２．棚卸資産評価損   37     －    

３．その他   － 62 0.3 0 57 0.3 

税金等調整前当期純利益     662 3.0   421 1.9 

法人税、住民税及び事業
税 

  294     194    

法人税等調整額   34 329 1.5 5 200 0.9 

当期純利益     332 1.5   220 1.0 

               



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     3,072

Ⅱ 資本剰余金増加高      

自己株式処分差益   9 9 

Ⅲ 資本剰余金期末残高     3,082 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     4,041

Ⅱ 利益剰余金増加高      

当期純利益   332 332 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金   168  

２．役員賞与   9 177 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     4,197 

       



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,549 3,082 4,197 △60 10,768 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当     △85   △85 

剰余金の配当（中間配当）     △85   △85 

当期純利益     220   220 

自己株式の取得       △7 △7 

自己株式の処分   1   15 17 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

        － 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ 1 50 8 59 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

3,549 3,084 4,247 △52 10,828 

 

評価・換算差額
等 

純資産合計 
その他 

有価証券 
評価差額金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

286 11,055 

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当   △85 

剰余金の配当（中間配当）   △85 

当期純利益   220 

自己株式の取得   △7 

自己株式の処分   17 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△80 △80 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△80 △20 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

206 11,035 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

税金等調整前当期純利益   662 421 

減価償却費   593 587 

貸倒引当金の増減額（減少:△）   △1 0 

退職給付引当金の増減額（減少:△）   19 △112 

受取利息及び受取配当金   △7 △17 

支払利息   38 41 

有形固定資産売却益   － △11 

有形固定資産処分損   － 56 

投資有価証券売却益   △112 △0 

ＬＰＧ営業譲渡益   － △104 

売上債権の増減額（増加:△）   91 △570 

たな卸資産の増減額（増加:△）   △38 △176 

たな卸資産評価損   37 － 

仕入債務の増減額（減少:△）   361 △89 

未払消費税等の増減額（減少:△）   18 △19 

その他   △41 125 

小計   1,621 130 

利息及び配当金の受取額   7 15 

利息の支払額   △39 △40 

法人税等の支払額   △474 △231 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,115 △125 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

定期預金の預入による支出   － △54 

定期預金の払戻による収入   10 － 

有価証券の取得による支出   △53 － 

有価証券の売却による収入   64 53 

有形固定資産の取得による支出   △469 △586 

投資有価証券の取得による支出   △147 △0 

投資有価証券の売却による収入   151 0 

貸付けによる支出   － △494 

長期預り敷金の返済による支出   － △198 

その他   △40 △43 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △484 △1,322 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入金の増減額（減少:△）   △107 195 

長期借入れによる収入   － 130 

長期借入金の返済による支出   △26 △69 

自己株式の取得による支出   △8 △7 

自己株式の売却による収入    113 17 

配当金の支払額   △168 △170 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △197 94 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少:△）   433 △1,354 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,575 2,009 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,009 654 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 

１社 

(1）連結子会社の数 

１社 

  連結子会社の名称 

大日本産肥株式会社 

連結子会社の名称 

 左記に同じ。 

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

株式会社カタクラフーズ 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

 左記に同じ。 

  （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、小規模であり、合

計の総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 左記に同じ。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法を適用していない非連結子会社

（株式会社カタクラフーズ）及び関連会

社（株式会社関東片倉製作所他）は、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、持

分法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため持分法の適用範

囲から除外しております。 

 左記に同じ。 

３．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ．有価証券 

(イ）満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

イ．有価証券 

(イ）満期保有目的の債券 

 左記に同じ。 

  (ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

(ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

評価基準 原価法 

評価方法 移動平均法 

時価のないもの 

 左記に同じ。 

  ロ．たな卸資産 

評価基準  原価法 

評価方法  総平均法 

ロ．たな卸資産 

左記に同じ。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

 定率法 

 ただし、賃貸専用不動産および平成

10年４月１日以降に取得した建物(建物

附属設備を除く。)については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物     10～35年 

機械装置及び運搬具   ４～15年 

イ．有形固定資産 

 左記に同じ。 

  ロ．無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

ロ．無形固定資産 

 左記に同じ。 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ．貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

イ．貸倒引当金 

 左記に同じ。 

  ロ．賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与に備え

るため、支給見込額のうち当期の負担

額を計上しております。 

ロ．賞与引当金 

 左記に同じ。 

  ハ．退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

ハ．退職給付引当金 

 左記に同じ。 

  ニ．役員退職給与引当金 

 当社は役員の退職により支給する退

職慰労金に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。 

ニ．役員退職給与引当金 

 当社は役員（執行役員を含む）の退

職により支給する退職慰労金に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

左記に同じ。 

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

左記に同じ。 

４．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

左記に同じ。 

５．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

────── 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

左記に同じ。 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響はありま

せん。 

────── 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、11,035

百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．前連結会計年度において、「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に含めておりました「有

形固定資産売却益」（△０百万円）は重要性が増加し

たため、当連結会計年度から区分掲記しております。

２．前連結会計年度において、「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に含めておりました「有

形固定資産処分損」（24百万円）は重要性が増加した

ため、当連結会計年度から区分掲記しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式） 239百万円 投資有価証券（株式） 239百万円

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 

建物 97百万円

機械及び装置 95 

土地 234 

計 428 

建物 112百万円

機械及び装置 97 

土地 234 

計 445 

 上記物件について、短期借入金240百万円、１年

以内返済予定の長期借入金10百万円、長期借入金 

０百万円の担保に供しております。 

 上記物件について、短期借入金140百万円、１年

以内返済予定の長期借入金10百万円、長期借入金 

35百万円の担保に供しております。 

 ３．保証債務 

 次の連結会社以外の会社の金融機関からの借入

に対し、債務の連帯保証を行っております。 

 ３．保証債務 

 次の連結会社以外の会社の金融機関からの借入

に対し、債務の連帯保証を行っております。 

 この他、株式会社トライムコーポレーションの

銀行借入53百万円に対して保証類似行為を行って

おります。 

株式会社関東片倉製作所 72百万円

 この他、株式会社トライムコーポレーションの

銀行借入24百万円に対して保証類似行為を行って

おります。 

株式会社関東片倉製作所 51百万円

※４．当社の発行済株式総数 ※４．       ────── 

普通株式 21,474,562株  

※５．自己株式の保有数 ※５．       ────── 

 ６．       ────── 

※７．       ────── 

 ８．       ────── 

普通株式 169,601株   

 ６. 受取手形割引高          190百万円 

※７．連結会計年度末日満期手形の会計処理 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理をしておりま

す。 

 なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の連結会計年度末日満期手形が連

結会計年度末残高に含まれております。 

 ８．コミットメントラインの設定について 

 当社においては、資金調達の機動性、安定性の

確保及び金融費用の圧縮を目的にシンジケーショ

ン方式によるコミットメントライン契約を締結し

ております。 

 当連結会計年度末における借入未実行残高は次

のとおりであります。 

受取手形 42百万円

支払手形 ４  

総貸付極度額 4,000百万円

借入実行残高 4,000  

差引額 －  



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

運賃 876百万円 

給与手当及び賞与 1,138 

賞与引当金繰入額 92 

退職給付費用 100 

役員退職給与引当金繰入額 46 

研究開発費 199 

運賃 834百万円 

給与手当及び賞与 1,132 

賞与引当金繰入額 89 

退職給付費用 69 

役員退職給与引当金繰入額 74 

研究開発費 209 

 なお、研究開発費のうちには、賞与引当金繰入

額７百万円、退職給付費用８百万円を含んでおり

ます。 

 なお、研究開発費のうちには、賞与引当金繰入

額８百万円、退職給付費用７百万円を含んでおり

ます。 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額             199百万円 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額             209百万円 

※３．       ────── ※３．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

土地 11百万円 

車両運搬具 0百万円 

計 11 

※４．固定資産売却損（２百万円）及び廃棄損（22百万

円）の内訳は、次のとおりであります。 

※４．固定資産売却損（０百万円）及び廃棄損（55百万

円）の内訳は、次のとおりであります。 

建物 12百万円 

機械装置 9 

構築物ほか 3 

計 24 

建物 16百万円 

機械装置 31 

構築物ほか 8 

計 56 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加16,714株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。また、普通株

式の自己株式の減少41,494株は、ストックオプションの行使による39,000株及び単元未満株式の売渡請求による

2,494株であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 21,474,562 － － 21,474,562 

合計 21,474,562 － － 21,474,562 

自己株式        

普通株式 169,601 16,714 41,494 144,821 

合計 169,601 16,714 41,494 144,821 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 85 4 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

平成18年11月17日 

取締役会 
普通株式 85 4 平成18年９月30日 平成18年12月11日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 85 利益剰余金  4 平成19年３月31日 平成19年６月27日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 2,009百万円 

預入期間が３か月を超える定期預金 ― 

現金及び現金同等物 2,009 

現金及び預金勘定 708百万円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △54 

現金及び現金同等物 654 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

47 19 28 

その他 48 28 20 

合計 95 47 48 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

60 28 32 

その他 127 35 91 

合計 188 63 124 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 17百万円 

１年超 33 

合計 50 

１年内 33百万円 

１年超 93 

合計 127 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 24百万円 

減価償却費相当額 19 

支払利息相当額 3 

支払リース料 32百万円 

減価償却費相当額 27 

支払利息相当額 5 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 左記に同じ。 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

 左記に同じ。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

 左記に同じ。 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成18年３月31日現在)

  種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1）株式 287 777 490 

(2）債券      

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 287 777 490 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1）株式 101 97 △3 

(2）債券      

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 101 97 △3 

合計 388 874 486 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

151 112 － 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

割引金融債券 53 

(2）その他有価証券  

非上場株式 38 

 
1年以内 

（百万円） 
1年超5年以内 
（百万円） 

5年超10年以内 
（百万円） 

10年超（百万円） 

満期保有目的の債券        

その他 53 － － － 



当連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1）株式 239 607 368 

(2）債券      

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 239 607 368 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1）株式 149 131 △18 

(2）債券      

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 149 131 △18 

合計 388 738 350 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

0 0 － 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 38 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社グループは、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

 なお、当社は退職給付信託を設定しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

 （注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

 （注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1)勤務費用」に計上しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

(1）退職給付債務（百万円） △2,275 △2,220 

(2）年金資産（百万円） 1,639 1,518 

(3）未積立退職給付債務(1)＋(2)（百万円） △635 △701 

(4）未認識数理計算上の差異（百万円） △223 △44 

(5）退職給付引当金 (3)＋(4)（百万円） △858 △746 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）勤務費用 (注)（百万円） 117 117 

(2）利息費用（百万円） 54 54 

(3）期待運用収益（百万円） △9 △14 

(4）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 60 12 

(5）退職給付費用（1)＋(2)＋(3)＋(4)（百万円） 222 169 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

(1）割引率（％） 2.5 2.5 

(2）期待運用収益率（％） 0.9 0.9 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 左記に同じ。 

(4）数理計算上の差異の処理年数 10年（各連結会計年度の発

生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理することとしておりま

す。） 

左記に同じ。 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。 

  

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

 
平成13年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役10名、その他従業員126名 

株式の種類及びストック・オプション数（注） 普通株式 364,000株 

付与日 平成13年９月10日 

権利行使期間 
平成15年７月１日から 

平成18年６月30日まで 

新株予約権の行使の条件 

権利を付与された者は当社の取締役または使用人たる

地位を失った後も、これを行使することができるが、

権利を付与されたものが死亡した場合の相続人による

行使は認めない。ただし、いずれの場合にも付与契約

に定める条件による。 

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡、質入その他の処分は認めない。 

 
平成13年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前連結会計年度末 － 

付与 － 

失効 － 

権利確定 － 

未確定残 － 

権利確定後      （株）   

前連結会計年度末 73,000 

権利確定 － 

権利行使 39,000 

失効 34,000 

未行使残 － 

 
平成13年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 416 

行使時平均株価     （円） 528 

公正な評価単価（付与日）（円） － 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

前連結会計年度 

(平成18年３月31日現在)

当連結会計年度 

(平成19年３月31日現在)

繰延税金資産（流動）    

賞与引当金 76 百万円 

その他 72   

繰延税金資産合計 149   

繰延税金資産（固定）    

役員退職給与引当金 45   

退職給付引当金 483   

その他 57   

繰延税金資産小計 586   

繰延税金負債（固定）    

圧縮記帳積立金 △67   

その他有価証券評価差額金 △199   

繰延税金負債小計 △267   

繰延税金資産(固定)の純額 319   

繰延税金資産（流動）    

賞与引当金 86 百万円 

その他 66   

繰延税金資産合計 152   

繰延税金資産（固定）    

役員退職給与引当金 67   

退職給付引当金 443   

その他 59   

繰延税金資産小計 570   

繰延税金負債（固定）    

圧縮記帳積立金 △61   

その他有価証券評価差額金 △143   

繰延税金負債小計 △204   

繰延税金資産(固定)の純額 366   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

前連結会計年度 

(平成18年３月31日現在)

当連結会計年度 

(平成19年３月31日現在)

法定実効税率 41.0 ％ 

（調整）    

交際費等永久に損金に算入
されない項目 

7.8   

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目 

△0.5   

住民税均等割等 4.1   

試験研究費の総額等に係る
税額控除 

△2.6   

その他 0.0   

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

49.8   

法定実効税率 41.0 ％ 

（調整）    

交際費等永久に損金に算入
されない項目 

5.2   

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目 

△0.9   

住民税均等割等 5.9   

試験研究費の総額等に係る
税額控除 

△3.1   

その他 △0.5   

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

47.6   



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 
肥料事業 
（百万円） 

飼料事業 
（百万円）

LPG及び
機器事業 
（百万円）

物資その
他事業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益              

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 16,314 1,107 1,719 3,046 22,189 － 22,189 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － － － 

計 16,314 1,107 1,719 3,046 22,189 － 22,189 

営業費用 15,763 1,076 1,675 2,642 21,157 446 21,604 

営業利益 551 31 44 403 1,031 (446) 584 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出 
             

資産 14,994 376 576 2,839 18,786 3,946 22,733 

減価償却費 489 6 6 79 582 11 593 

資本的支出 374 5 3 54 437 14 451 

 
肥料事業 
（百万円） 

飼料事業 
（百万円）

LPG及び
機器事業 
（百万円）

物資その
他事業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益              

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 16,043 1,230 1,581 3,035 21,891 － 21,891 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － － － 

計 16,043 1,230 1,581 3,035 21,891 － 21,891 

営業費用 15,658 1,212 1,540 2,703 21,115 457 21,572 

営業利益 384 17 41 332 776 (457) 318 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出 
             

資産 15,664 450 535 2,944 19,595 3,093 22,688 

減価償却費 483 3 5 84 577 10 587 

資本的支出 567 4 4 63 639 3 643 



 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業区分に属する主な製品又は事業内容 

３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容 

４．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支

店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

      前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

      該当事項はありません。 

  

      当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。なお、担保は受入れておりません。 

２．取引金額には消費税等を含めておりません。 

(1）肥料事業 製品（配合肥料、化成肥料、液状肥料），商品（各種肥料） 

(2）飼料事業 製品（発酵飼料），商品（魚粕・魚粉、配合飼料、その他飼料） 

(3）ＬＰＧ及び機器事業 商品（自動車用ＬＰＧ容器、バルブ、ＬＰガス） 

(4）物資その他事業 製品（育苗培土、その他製品），商品（農業資材、化粧品、食品農水産

物、その他物資），不動産賃貸 

 
前連結会計
年度 
（百万円） 

当連結会計
年度 
（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に含め

た配賦不能営業費用の金額 
446 457 

提出会社の総務・経理・人事等で発生する

管理部門に係る費用 

消去又は全社の項目に含め

た全社資産の金額 
3,946 3,093 

提出会社の余裕資金（現金及び預金）長期

投資資金（投資有価証券）及び管理部門に

係る資産等 

属性 
会社等の 
名称 

住所 
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 
（注２） 

科目 
期末残高
(百万円)

役員の兼
任等 
（人） 

事業上の
関係 

子会社 
㈱カタクラ 

フーズ 

北海道  

稚内市 
200 飼料事業 

 （所有）

直接 96.3

  兼任  

  ２名  

飼料の 

製造委託

  

 資金の 

 貸付 

飼料原料の販

売及び工場設

備一式の賃貸

279 －   －  

 飼料の購入 777  買掛金   54 

 資金の貸付

（注１） 
 －  短期貸付金  494 

 利息の受取

（注１） 
 ６  － － 



（１株当たり情報） 

  

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

   ２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額       518円92銭         517円36銭 

１株当たり当期純利益金額   15円78銭     10円35銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

  15円78銭   潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） － 11,035 

純資産の部の合計額から控除する金額（百万

円） 
－ － 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） － 11,035 

普通株式の発行済株式数（千株） － 21,474 

普通株式の自己株式数（千株） － 144 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末普

通株式の数 （千株） 
－ 21,329 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 332 220 

普通株主に帰属しない金額（百万

円） 
－ － 

普通株式に係る当期純利益（百万

円） 
332 220 

普通株式の期中平均株式数（千株） 21,090 21,331 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
    

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） 4 － 

（うち自己株式取得方式によるスト

ックオプション） 
(4) (－) 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のと

おりであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 4,090 4,285 1.07 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 45 19 1.62 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 13 98 1.62 
平成20年４月～ 

平成23年７月 

その他の有利子負債 － － － － 

計 4,148 4,403 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 19 49 19 8 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

資産の部              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     1,988     692  

２．受取手形 ※５   364     389  

３．売掛金     5,470     6,020  

４．有価証券     53     －  

５．商品     108     85  

６．製品     2,296     2,287  

７．原材料     1,365     1,484  

８．仕掛品     152     197  

９．貯蔵品     7     15  

10．前払費用     40     47  

11．繰延税金資産     145     146  

12．短期貸付金 ※１   －     494  

13．未収入金     －     285  

14．その他     122     6  

15．貸倒引当金     △1     △2  

流動資産合計     12,115 54.8   12,152 55.2 

Ⅱ 固定資産              

(1）有形固定資産              

１．建物   6,622     6,609    

減価償却累計額   3,942 2,679   4,031 2,578  

２．構築物   1,540     1,538    

減価償却累計額   1,212 327   1,230 308  

３．機械及び装置   10,303     10,344    

減価償却累計額   8,662 1,640   8,612 1,731  

４．車両及び運搬具   277     240    

減価償却累計額   225 52   199 41  

５．工具、器具及び備品   411     418    

減価償却累計額   356 55   369 48  

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

６．土地     3,221     3,253  

７．建設仮勘定     18     2  

有形固定資産合計     7,994 36.2   7,964 36.1 

(2）無形固定資産              

１．借地権     12     12  

２．ソフトウエア     2     0  

３．その他     12     12  

無形固定資産合計     27 0.1   25 0.1 

(3）投資その他の資産              

１．投資有価証券     912     776  

２．関係会社株式     493     493  

３．出資金     2     2  

４．長期営業債権     5     5  

５．長期前払費用     4     13  

６．繰延税金資産     311     357  

７．敷金     69     70  

８．その他     211     212  

９．貸倒引当金     △42     △42  

投資その他の資産合計     1,966 8.9   1,888 8.6 

固定資産合計     9,988 45.2   9,878 44.8 

資産合計     22,103 100.0   22,030 100.0 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

負債の部              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形 ※５   146     162  

２．買掛金     3,544     3,443  

３．短期借入金     3,770     4,000  

４．１年以内に返済される
長期借入金 

    30     －  

５．未払金     788     924  

６．未払費用     58     82  

７．未払法人税等     103     66  

８．未払消費税等     48     33  

９．前受金     89     84  

10．預り金     183     193  

11．賞与引当金     178     175  

12．従業員預り金     249     241  

13．設備関係支払手形     49     50  

14．その他     4     －  

流動負債合計     9,246 41.8   9,458 42.9 

Ⅱ 固定負債              

１．長期借入金     －     30  

２．退職給付引当金     838     724  

３．役員退職給与引当金     110     165  

４．長期預り保証金     207     169  

５．長期預り敷金     713     514  

固定負債合計     1,869 8.5   1,604 7.3 

負債合計     11,115 50.3   11,063 50.2 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

資本の部              

Ⅰ 資本金 ※２   3,549 16.1   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   3,072     －    

２．その他資本剰余金              

(1）自己株式処分差益   9     －    

資本剰余金合計     3,082 13.9   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．利益準備金   290     －    

２．任意積立金              

(1）圧縮記帳積立金   108     －    

(2）別途積立金   3,313     －    

３．当期未処分利益   417     －    

利益剰余金合計     4,129 18.7   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※７   286 1.3   － － 

Ⅴ 自己株式 ※３   △60 △0.3   － － 

  
資本合計 

    10,988 49.7   － － 

負債・資本合計     22,103 100.0   － － 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

純資産の部               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   3,549 16.1 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     3,072     

(2）その他資本剰余金   －     11     

資本剰余金合計      － －   3,084 14.0 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   －     290     

(2）その他利益剰余金               

圧縮記帳積立金   －     87     

別途積立金   －     3,463     

繰越利益剰余金   －     337     

利益剰余金合計      － －   4,179 19.0 

４．自己株式     － －   △52 △0.3 

株主資本合計      － －   10,760 48.8 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   206 1.0 

評価・換算差額等合計      － －   206 1.0 

純資産合計      － －   10,967 49.8 

負債純資産合計      － －   22,030 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高              

１．商品売上高   5,830     5,704    

２．製品売上高   16,123 21,953 100.0 15,956 21,661 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１．期首商品たな卸高   134     108    

２．当期商品仕入高   5,266     5,201    

合計   5,400     5,310    

３．期末商品たな卸高   108 5,291   85 5,224  

４．期首製品たな卸高   2,316     2,296    

５．当期製品製造原価   12,448     12,513    

合計   14,765     14,809    

６．期末製品たな卸高   2,296     2,287    

原価差額配賦前売上原
価 

  12,469     12,522    

７．原価差額   △66 12,403   △66 12,455  

売上原価合計     17,694 80.6   17,680 81.6 

売上総利益     4,259 19.4   3,981 18.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2   3,694 16.8   3,678 17.0 

営業利益     564 2.6   303 1.4 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   2     8    

２．受取配当金   10     13    

３．受取補償料   10     18    

４．受取手数料   －     9    

５．雑収入   46 68 0.3 30 81 0.4 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   31     34    

２．売上割引   1     1    

３．雑損失   0 32 0.2 2 37 0.2 

経常利益     600 2.7   346 1.6 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益              

１．貸倒引当金戻入額   1     0    

２．固定資産売却益 ※３ －     11    

３．投資有価証券売却益   112     0    

４．ＬＰＧ営業譲渡益   －     104    

５．その他   － 113 0.6 10 126 0.6 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産売却損及び廃
棄損 

※４ 23     56    

２．棚卸資産評価損   37     －    

３．その他   － 61 0.3 0 57 0.3 

税引前当期純利益     652 3.0   416 1.9 

法人税、住民税及び事
業税 

  287     186    

法人税等調整額   35 322 1.5 8 195 0.9 

当期純利益     330 1.5   220 1.0 

前期繰越利益     171     －  

中間配当額     84     －  

当期未処分利益     417     －  

               



製造原価明細書 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 原材料費   8,596 69.2 8,719 69.4 

Ⅱ 労務費 ※２ 1,864 15.0 1,848 14.7 

Ⅲ 経費 ※３ 1,964 15.8 1,990 15.9 

当期製造費用   12,426 100.0 12,558 100.0 

期首仕掛品たな卸高   175   152  

合計   12,601   12,710  

期末仕掛品たな卸高   152   197  

当期製品製造原価   12,448   12,513  

           

前事業年度 当事業年度 

 １．原価計算の方法 

実際原価（一部予定価額を採用）による組別総合

原価計算 

 なお、原価差額については、法人税法の規定に

よる原価差額の調整をおこなっております。 

 １．原価計算の方法 

 左記に同じ。 

※２．労務費のうち賞与引当金繰入額は81百万円、退職

給付費用は107百万円であります。 

※２．労務費のうち賞与引当金繰入額は80百万円、退職

給付費用は82百万円であります。 

※３．経費のうち金額の大きいものは、次のとおりであ

ります。 

※３．経費のうち金額の大きいものは、次のとおりであ

ります。 

減価償却費 500百万円 

電力料 286 

燃料費 266 

減価償却費 494百万円 

燃料費 320 

電力料 291 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

   
前事業年度 

株主総会承認年月日 
（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益     417 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１．圧縮記帳積立金取崩額   11 11 

合計     428 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金   85  

２．任意積立金      

  別途積立金   150 235 

Ⅳ 次期繰越利益     193 

       



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

資本 
準備金 

その他
資本 

剰余金

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

圧縮記
帳 

積立金 

別途 
積立金 

繰越 
利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,549 3,072 9 3,082 290 108 3,313 417 4,129 △60 10,701 

事業年度中の変動額                      

圧縮記帳積立金の取崩 (注)       －   △11   11 －   － 

圧縮記帳積立金の取崩       －   △9   9 －   － 

別途積立金の積立（注）       －     150 △150 －   － 

剰余金の配当（注）       －       △85 △85   △85 

剰余金の配当（中間配当）       －       △85 △85   △85 

当期純利益       －       220 220   220 

自己株式の取得       －         － △7 △7 

自己株式の処分     1 1         － 15 17 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純
額） 

                    － 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 1 1 － △20 150 △79 50 8 59 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

3,549 3,072 11 3,084 290 87 3,463 337 4,179 △52 10,760 

 

評価・換算差額 
等 

純資産合計 
その他 
有価証券 

評価差額金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

286 10,988 

事業年度中の変動額    

圧縮記帳積立金の取崩（注）   － 

圧縮記帳積立金の取崩   － 

別途積立金の積立（注）   － 

剰余金の配当（注）   △85 

剰余金の配当（中間配当）   △85 

当期純利益   220 

自己株式の取得   △7 

自己株式の処分   17 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額） 

△80 △80 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△80 △20 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

206 10,967 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

満期保有目的の債券 

 左記に同じ。 

  子会社株式及び関連会社株式 

 評価基準  原価法 

 評価方法  移動平均法 

子会社株式及び関連会社株式 

 左記に同じ。 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 

評価基準  原価法 

評価方法  移動平均法 

時価のないもの 

左記に同じ。 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

評価基準  原価法 

評価方法  総平均法 

 左記に同じ。 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

定率法 

 ただし、賃貸専用不動産および平成10

年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く。）については、定額法を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物          18～35年 

機械及び装置      10～15年 

有形固定資産 

 左記に同じ。 

  無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

無形固定資産 

左記に同じ。 

４．引当金の計上基準 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

 左記に同じ。 

  賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与に備える

ため、支給見込額のうち当期の負担額を

計上しております。 

賞与引当金 

 左記に同じ。 

 



会計処理方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしており

ます。 

退職給付引当金 

 左記に同じ。 

  役員退職給与引当金 

 役員の退職により支給する退職慰労金

に備えるため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

役員退職給与引当金 

 役員（執行役員を含む）の退職により

支給する退職慰労金に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

 左記に同じ。 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

左記に同じ。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準 ） 

 当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響はありま

せん。 

           ──────   

         ──────  

  

  

  

  

  

  

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）  

  当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に 

  関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月 

  ９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会 

  計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

  平成17年12月９日）を適用しております。 

   これまでの資本の部の合計額に相当する金額は、 

 10,967百万円であります。 

   なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に 

  ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務 

  諸表等規則により作成しております。 



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （貸借対照表） 

 前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示して

おりました「未収入金」は、当事業年度において、資産の

総額の100分の１を越えたため区分掲記しております。 

 なお、前事業年度の「未収入金」は102百万円でありま

す。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度（平成18年３月31日） 当事業年度（平成19年３月31日） 

※１．      ――――― ※１．関係会社に対する資産・負債 

短期貸付金 494百万円 

※２．会社が発行する株式の総数    

普通株式 70,000,000株 

発行済株式の総数    

普通株式 21,474,562株 

※２．      ――――― 

※３．自己株式の保有数    

普通株式 169,601株 

※３．      ――――― 

 ４．債務保証  ４．債務保証 

 次の法人の営業取引および借入に対し、債務の連

帯保証を行っております。 

 次の法人の営業取引および借入に対し、債務の連

帯保証を行っております。 

大日本産肥株式会社 73百万円 

株式会社関東片倉製作所 72 

計 145 

大日本産肥株式会社 67百万円 

株式会社関東片倉製作所 51 

計 118 

 この他、株式会社トライムコーポレーションの銀

行借入53百万円に対して保証類似行為を行っており

ます。 

 この他、株式会社トライムコーポレーションの銀

行借入24百万円に対して保証類似行為を行っており

ます。 

※５．      ――――― ※５．期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決算処理しております。 

 なお、当事業年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の当期末日満期手形が期末残高に含まれて

おります。 

受取手形 41百万円 

支払手形 4 

 ６．      ―――――  ６．当社においては、資金調達の機動性、安定性の確

保及び金融費用の圧縮を目的にシンジケーション方

式によるコミットメントライン契約を締結しており

ます。 

 当事業年度末における借入未実行残高は次のとお

りであります。 

総貸付限度額 4,000百万円 

借入実行残高 4,000 

差引額 － 

※７．配当制限 ※７．      ――――― 

 旧商法施行規則第124条第３号に規定する時価

を付したことにより増加した純資産額 

  286百万円 

 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであり、販売費及び一般管理費に占める

販売費と一般管理費の割合はおよそ25％と75％で

あります。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであり、販売費及び一般管理費に占める

販売費と一般管理費の割合はおよそ24％と76％で

あります。 

 運賃 859百万円 

 給与手当及び賞与 1,099 

 賞与引当金繰入額 89 

 退職給付費用 98 

 役員退職給与引当金繰入額 46 

 減価償却費 46 

 研究開発費 199 

 運賃 814百万円 

 給与手当及び賞与 1,091 

 賞与引当金繰入額 86 

 退職給付費用 64 

 役員退職給与引当金繰入額 74 

 減価償却費 44 

 研究開発費 209 

 なお、研究開発費のうちには、賞与引当金繰入

額７百万円、退職給付費用８百万円を含んでおり

ます。 

 なお、研究開発費のうちには、賞与引当金繰入

額８百万円、退職給付費用７百万円を含んでおり

ます。 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額              199百万円 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額              209百万円 

※３．      ――――― ※３．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

土地 11百万円 

車両及び運搬具 0百万円 

計 11 

※４．固定資産売却損（１百万円）及び廃棄損（22百万

円）の内訳は、次のとおりであります。 

※４．固定資産売却損（０百万円）及び廃棄損（55百万

円）の内訳は、次のとおりであります。 

建物 12百万円 

機械及び装置 8 

構築物ほか 2 

計 23 

建物 16百万円 

機械及び装置 31 

構築物ほか 8 

計 56 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加16,714株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。また、普通株 

   式の自己株式の減少41,494株は、ストックオプションの行使による39,000株及び単元未満株式の売渡請求による 

      2,494株であります。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式（注） 169,601 16,714 41,494 144,821 

合計 169,601 16,714 41,494 144,821 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

車両及び運搬
具 

40 17 23 

工具、器具及
び備品 

48 28 20 

合計 89 45 43 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

車両及び運搬
具 

54 25 29 

工具、器具及
び備品 

127 35 91 

合計 181 60 120 

②未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

②未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 16百万円 

１年超 29百万円 

合計 45百万円 

１年内 32百万円 

１年超 91百万円 

合計 123百万円 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

１．支払リース料 22百万円 

２．減価償却費相当額 17百万円 

３．支払利息相当額 3百万円 

１．支払リース料 31百万円 

２．減価償却費相当額 26百万円 

３．支払利息相当額 5百万円 

④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

 左記に同じ。 

⑤利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

⑤利息相当額の算定方法 

 左記に同じ。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

左記に同じ。 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

前事業年度 

(平成18年3月31日現在)

当事業年度 

(平成19年3月31日現在)

繰延税金資産（流動）    

賞与引当金 73 百万円

その他 72   

繰延税金資産合計 145   

繰延税金資産（固定）    

役員退職給与引当金 45   

退職給付引当金 475   

その他 57   

繰延税金資産小計 578   

繰延税金負債（固定）    

圧縮記帳積立金 △67   

その他有価証券評価差額金 △199   

繰延税金負債小計 △267   

繰延税金資産(固定)の純額 311   

繰延税金資産（流動）    

賞与引当金 81 百万円

その他 65   

繰延税金資産合計 146   

繰延税金資産（固定）    

役員退職給与引当金 67   

退職給付引当金 434   

その他 59   

繰延税金資産小計 561   

繰延税金負債（固定）    

圧縮記帳積立金 △61   

その他有価証券評価差額金 △143   

繰延税金負債小計 △204   

繰延税金資産(固定)の純額 357   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

前事業年度 

(平成18年3月31日現在)

当事業年度 

(平成19年3月31日現在)

法定実効税率 41.0 ％ 

（調整）    

交際費等永久に損金に算

入されない項目 
7.8   

受取配当金等永久に益金

に算入されない項目 
△0.8   

住民税均等割等 4.1   

試験研究費の総額等に係

る税額控除 
△2.6   

その他 △0.1   

税効果会計適用後の法人税

等の負担率 
49.4   

法定実効税率 41.0 ％ 

（調整）    

交際費等永久に損金に算

入されない項目 
5.0   

受取配当金等永久に益金

に算入されない項目 
△1.4   

住民税均等割等 5.8   

試験研究費の総額等に係

る税額控除 
△3.2   

その他 △0.2   

税効果会計適用後の法人税

等の負担率 
47.0   



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   ２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額    515円75銭       514円19銭 

１株当たり当期純利益金額   15円65銭     10円35銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

   15円65銭  潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在し

ないために記載しておりません。 

 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 純資産の部の合計額(百万円) － 10,967 

純資産の部の合計額から控除する金額

(百万円) 
－ － 

普通株式に係る期末の純資産額 

(百万円) 
－ 10,967 

 普通株式の発行済株式数（千株） － 21,474 

普通株式の自己株式数（千株） － 144 

１株当り純資産額の算定に用いられ

た期末普通株式の数（千株） 
－ 21,329 

 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益(百万円) 330 220 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 330 220 

普通株式の期中平均株式数（千株） 21,090 21,331 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
    

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） 4 － 

（うち自己株式取得方式によるスト

ックオプション） 
(4) (－) 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証

券 
その他有価証券 

株式会社みずほフィナンシャル

グループ 
279 211 

株式会社八十二銀行 113,000 92 

株式会社りそなホールディング

ス 
279 88 

養命酒製造株式会社 60,000 70 

株式会社東邦銀行 109,149 55 

多木化学株式会社 80,000 48 

日本マタイ株式会社 161,100 42 

昭光通商株式会社 190,000 38 

理研ビタミン株式会社 7,424 26 

丸全昭和運輸株式会社 58,443 24 

その他（15銘柄） 112,180 76 

計 891,855 776 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増減額の主なものは、下記のとおりであります。 

      機械及び装置の増加 

       塩釜工場  化成製造設備  142百万円 

 姫路工場  環境対策設備  96 

      機械及び装置の減少 

       塩釜工場  ＬＰＧ販売設備 96百万円 

        培土製造設備  51 

       化成製造設備  41 

 姫路工場  環境対策設備  81 

      建設仮勘定 

       各資産科目の増加額と重複するため、記載を省略しております。 

２．無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替えによる戻入額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産              

建物 6,622 61 74 6,609 4,031 152 2,578 

構築物 1,540 23 24 1,538 1,230 38 308 

機械及び装置 10,303 439 398 10,344 8,612 317 1,731 

車両及び運搬具 277 19 55 240 199 21 41 

工具、器具及び備品 411 8 1 418 369 14 48 

土地 3,221 32 0 3,253 － － 3,253 

建設仮勘定 18 569 585 2 － － 2 

有形固定資産計 22,394 1,155 1,141 22,407 14,443 544 7,964 

無形固定資産              

借地権 － － － 12 － － 12 

ソフトウエア － － － 10 9 1 0 

その他 － － － 15 3 0 12 

無形固定資産計 － － － 37 12 1 25 

長期前払費用 9 26 2 33 20 1 13 

繰延資産              

  ────── － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 44 6 0 6 45 

賞与引当金 178 175 178 － 175 

役員退職給与引当金 110 74 19 － 165 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．受取手形 

相手先別内訳 

決済期日別内訳 

ハ．売掛金 

相手先別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 16 

預金  

当座預金 547 

定期預金 54 

普通預金ほか 75 

小計 676 

計 692 

相手先 金額（百万円） 

ヤスタケ木村商事株式会社 63 

関東産商株式会社 55 

株式会社みちのく松善 32 

エスケイシリンダー株式会社 29 

川崎三鷹製薬株式会社 26 

その他 180 

計 389 

残高 平成19年４月 ５月 ６月 ７月以降 

389  百万円 103 73 106 104 

相手先 金額（百万円） 

全国農業協同組合連合会 3,583 

ホクレン農業協同組合連合会 407 

昭光通商株式会社 169 

日産アグリ株式会社 123 

三井物産アグロビジネス株式会社 81 

その他 1,655 

計 6,020 



売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 発生高には、消費税等が含まれております。 

ニ．商品 

販売用不動産の内訳は、次のとおりであります。 

ホ．製品 

へ．原材料 

前期末残高 
（百万円） 

自平成18年４月 至平成19年３月 
当期末残高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

Ａ 
発生高 

（百万円） 
Ｂ 

回収高 
（百万円） 

Ｃ 
Ｄ 

Ｃ 
──── 
Ａ＋Ｂ 

×100 

Ａ＋Ｄ 
──── 

２ 
───── 

Ｂ 
──── 

365 

5,470 22,742 22,192 6,020 78.7 92 

区分 金額（百万円） 

肥料 21 

ＬＰＧ及び機器 3 

販売用不動産 13 

その他 47 

計 85 

所在地 面積（㎡） 金額（百万円） 

茨城県 446 1 

群馬県 657 11 

長野県 17,242 1 

計 18,345 13 

区分 金額（百万円） 

肥料 2,056 

飼料 8 

人工床土 176 

その他 47 

計 2,287 

区分 金額（百万円） 

肥料原料 1,034 

飼料原料 6 

その他 443 

計 1,484 



ト．仕掛品 

チ．貯蔵品 

② 流動負債 

イ．支払手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

ロ．買掛金 

区分 金額（百万円） 

肥料 197 

区分 金額（百万円） 

重油 15 

相手先 金額（百万円） 

株式会社関東片倉製作所 56 

北炭化成工業株式会社 28 

楠原輸送株式会社 21 

株式会社ハマイ 15 

昭和エンジニアリング株式会社 13 

その他 27 

計 162 

残高 平成19年４月 ５月 ６月 ７月以降 

162  百万円 53 45 46 16 

相手先 金額（百万円） 

全国農業協同組合連合会 670 

昭光通商株式会社 161 

住友商事株式会社 142 

ホクレン農業協同組合連合会 138 

三菱商事アグリサービス株式会社 115 

その他 2,215 

計 3,443 



ハ．短期借入金 

ニ．設備関係支払手形 

工事内訳 

期日別内訳 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

借入先 金額（百万円） 

農林中央金庫 1,640 

株式会社みずほコーポレート銀行 1,260 

株式会社りそな銀行 630 

株式会社八十二銀行 260 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 130 

その他 80 

計 4,000 

区分 金額（百万円） 

構築物（太勢建設株式会社） 2 

機械及び装置（北炭化成工業株式会社ほか） 45 

工具・器具及び備品（有限会社丸隆窪田電機製作所) 2 

計 50 

残高 平成19年４月 ５月 ６月 ７月以降 

50  百万円  50 － － － 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）平成19年６月26日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりました。

当会社の公告方式は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をする

ことができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 

１株券、10株券、50株券、百株券、５百株券、千株券、１万株券および

1,000株未満の株数を表示する株券（但し、単元未満株式の株券は、再発

行の場合を除き発行しない。） 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 １，０００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社  全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社  本店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 株券１枚につき印紙税相当額 

株券喪失登録に伴う手数料 １．喪失登録   １件につき10,000円 

  ２．喪失登録株券 １枚につき   500円 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社  全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社  本店および全国各支店 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載しております。（注） 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】  

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第91期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

 （第92期中）   （自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月15日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月29日  

片倉チッカリン株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人 大手門会計事務所  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 武田 平吉  印 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 植木 暢茂  印 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 岩崎 哲士  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている片倉チ

ッカリン株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、片倉

チッカリン株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添

付する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月26日  

片倉チッカリン株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人 大手門会計事務所  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 植木 暢茂  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 岩崎 哲士  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 武川 博一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている片倉チ

ッカリン株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、片倉

チッカリン株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以 上 

  

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添

付する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月29日  

片倉チッカリン株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人 大手門会計事務所  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 武田 平吉  印 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 植木 暢茂  印 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 岩崎 哲士  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている片倉チ

ッカリン株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第91期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、片倉チッ

カリン株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月26日  

片倉チッカリン株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人 大手門会計事務所  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 植木 暢茂  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 岩崎 哲士  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 武川 博一  印 

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている片倉

チッカリン株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第92期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、片倉チッ

カリン株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以 上 

  

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 
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